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運 用 報 告 書（全体版） 
 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／内外／債券 
信 託 期 間 2010年９月28日から2025年９月26日までです。 

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成長を図
ることを目標に運用を行います。 

主要投資対象 

みずほ日本債券 
ア ド バ ン ス 
(豪ドル債券型) 

国内公社債マザーファンド受益証券
およびオーストラリア公社債マザー
ファンド受益証券を主要投資対象と
します。 

国 内 公 社 債 
マザーファンド 

わが国の公社債を主要投資対象とし
ます。 

オーストラリア公社債 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

オーストラリアの公社債を主要投資
対象とします。 

運 用 方 法 

基本投資配分は原則として、国内公社債マザーファン
ド受益証券70％、オーストラリア公社債マザーファン
ド受益証券30％とします。 
実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッ
ジは行いません。 

組 入 制 限 

みずほ日本債券 
ア ド バ ン ス 
(豪ドル債券型) 

外貨建資産への実質投資割合は、信
託財産の純資産総額の50％以下とし
ます。 

国 内 公 社 債 
マザーファンド 外貨建資産への投資は行いません。 

オーストラリア公社債 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

外貨建資産への投資割合には、制限
を設けません。 

分 配 方 針 

第３期以降、原則として経費控除後の繰越分を含めた
配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全
額を分配対象額の範囲とし、分配金額は、原則として
安定した収益分配を継続的に行うことを目指し、配当
等収益の水準、基準価額の水準および市況動向等を勘
案し、委託会社が決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合には、分配を行わないことがあります。 

 
<運用報告書に関するお問い合わせ先> 

コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 
愛称：ちょっとコアラ 

 
第163期 ＜決算日 2024年４月26日＞ 
第164期 ＜決算日 2024年５月27日＞ 
第165期 ＜決算日 2024年６月26日＞ 
第166期 ＜決算日 2024年７月26日＞ 
第167期 ＜決算日 2024年８月26日＞ 
第168期 ＜決算日 2024年９月26日＞ 

 
受益者の皆さまへ 

 
毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼

申し上げます。 
 
さて、「みずほ日本債券アドバンス（豪

ドル債券型）」は、2024年９月26日に第
168期の決算を行いました。ここに、運
用経過等をご報告申し上げます。 

 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
 

 

東京都千代田区丸の内1-8-2 
https://www.am-one.co.jp/ 

 
みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型） 
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みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型） 
 
■最近５作成期の運用実績 
 
作
成
期 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 債  券 

組入比率 
債  券 
先物比率 

純 資 産 
総  額 (分配落) 税込み 

分配金 
期 中 
騰落率  期 中 

騰落率 
  円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

第 
24 
作 
成 
期 

139期（2022年 ４ 月26日） 9,345 10 △0.4 13,143.47 △0.6 97.3 － 3,879 
140期（2022年 ５ 月26日） 9,307 10 △0.3 13,081.84 △0.5 97.1 － 3,820 
141期（2022年 ６ 月27日） 9,284 5 △0.2 13,022.83 △0.5 97.7 － 3,749 
142期（2022年 ７ 月26日） 9,404 5 1.3 13,242.04 1.7 98.0 － 3,686 
143期（2022年 ８ 月26日） 9,379 5 △0.2 13,176.58 △0.5 97.8 － 3,579 
144期（2022年 ９ 月26日） 9,270 5 △1.1 12,956.80 △1.7 98.4 － 3,425 

第 
25 
作 
成 
期 

145期（2022年10月26日） 9,253 5 △0.1 12,893.67 △0.5 98.1 － 3,390 
146期（2022年11月28日） 9,270 5 0.2 13,037.08 1.1 98.0 － 3,344 
147期（2022年12月26日） 9,050 5 △2.3 12,698.14 △2.6 97.4 － 3,217 
148期（2023年 １ 月26日） 9,178 5 1.5 12,897.66 1.6 97.3 － 3,238 
149期（2023年 ２ 月27日） 9,111 5 △0.7 12,819.53 △0.6 98.1 － 3,188 
150期（2023年 ３ 月27日） 9,158 5 0.6 12,917.42 0.8 98.4 － 3,158 

第 
26 
作 
成 
期 

151期（2023年 ４ 月26日） 9,165 5 0.1 12,953.11 0.3 98.2 － 3,113 
152期（2023年 ５ 月26日） 9,211 5 0.6 13,039.30 0.7 97.8 － 3,099 
153期（2023年 ６ 月26日） 9,332 5 1.4 13,245.68 1.6 97.7 － 3,110 
154期（2023年 ７ 月26日） 9,297 5 △0.3 13,182.88 △0.5 98.1 － 3,069 
155期（2023年 ８ 月28日） 9,158 5 △1.4 12,897.43 △2.2 97.4 － 2,975 
156期（2023年 ９ 月26日） 9,160 5 0.1 12,910.16 0.1 98.3 － 2,924 

第 
27 
作 
成 
期 

157期（2023年10月26日） 9,028 5 △1.4 12,689.27 △1.7 98.1 － 2,846 
158期（2023年11月27日） 9,209 5 2.1 12,987.19 2.3 97.8 － 2,820 
159期（2023年12月26日） 9,298 5 1.0 13,169.32 1.4 98.1 － 2,785 
160期（2024年 １ 月26日） 9,262 5 △0.3 13,074.01 △0.7 98.4 － 2,709 
161期（2024年 ２ 月26日） 9,320 5 0.7 13,215.59 1.1 97.8 － 2,653 
162期（2024年 ３ 月26日） 9,342 5 0.3 13,234.43 0.1 98.3 － 2,573 

第 
28 
作 
成 
期 

163期（2024年 ４ 月26日） 9,279 5 △0.6 13,111.32 △0.9 97.5 － 2,535 
164期（2024年 ５ 月27日） 9,309 5 0.4 13,172.58 0.5 97.5 － 2,528 
165期（2024年 ６ 月26日） 9,384 5 0.9 13,289.80 0.9 96.7 － 2,489 
166期（2024年 ７ 月26日） 9,232 5 △1.6 13,065.61 △1.7 94.3 － 2,432 
167期（2024年 ８ 月26日） 9,260 5 0.4 13,191.78 1.0 97.2 － 2,409 
168期（2024年 ９ 月26日） 9,319 5 0.7 13,269.72 0.6 97.6 － 2,360 

 （注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注４） 参考指数はＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合70％、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（オーストラリア）（円ベース）30％の割合でアセットマネジ

メントOne株式会社が合成した指数で、設定日（2010年９月28日）の前営業日を10,000として指数化したものです（以下同じ）。 
（注５）ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表している日本の公募債券流通市場全

体の動向を的確に表すために開発された投資収益指数で、その知的財産権その他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサ
ルティング株式会社に帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完全性、
信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません（以下同じ）。 

（注６） ＦＴＳＥ世界国債インデックス（オーストラリア）（円ベース）は、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣにより運営され、オー
ストラリアが発行した国債で構成されているＦＴＳＥ世界国債インデックスのサブインデックスです。ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ 
ＬＬＣは、本ファンドのスポンサーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータ
は、情報提供のみを目的としており、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣは、当該データの正確性および完全性を保証せず、ま
たデータの誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はＦＴＳＥ 
Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣに帰属します（以下同じ）。 

（注７）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■過去６ヶ月間の基準価額と市況の推移 
 
決 
算 
期 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率  騰落率  騰落率 

第 
163 
期 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2024年３月26日 9,342 － 13,234.43 － 98.3 － 

３月末 9,346 0.0 13,248.09 0.1 98.1 － 
（期 末）       

2024年４月26日 9,284 △0.6 13,111.32 △0.9 97.5 － 

第 
164 
期 

（期 首）       
2024年４月26日 9,279 － 13,111.32 － 97.5 － 

４月末 9,319 0.4 13,188.24 0.6 97.4 － 
（期 末）       

2024年５月27日 9,314 0.4 13,172.58 0.5 97.5 － 

第 
165 
期 

（期 首）       
2024年５月27日 9,309 － 13,172.58 － 97.5 － 

５月末 9,279 △0.3 13,111.77 △0.5 97.5 － 
（期 末）       

2024年６月26日 9,389 0.9 13,289.80 0.9 96.7 － 

第 
166 
期 

（期 首）       
2024年６月26日 9,384 － 13,289.80 － 96.7 － 

６月末 9,375 △0.1 13,262.10 △0.2 96.6 － 
（期 末）       

2024年７月26日 9,237 △1.6 13,065.61 △1.7 94.3 － 

第 
167 
期 

（期 首）       
2024年７月26日 9,232 － 13,065.61 － 94.3 － 

７月末 9,197 △0.4 13,081.07 0.1 97.9 － 
（期 末）       

2024年８月26日 9,265 0.4 13,191.78 1.0 97.2 － 

第 
168 
期 

（期 首）       
2024年８月26日 9,260 － 13,191.78 － 97.2 － 

８月末 9,278 0.2 13,197.84 0.0 96.8 － 
（期 末）       

2024年９月26日 9,324 0.7 13,269.72 0.6 97.6 － 
（注１）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■第163期～第168期の運用経過（2024年３月27日から2024年９月26日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

 

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。 
 
基準価額の主な変動要因 

各マザーファンドを通じて、国内公社債、オーストラリア公社債へほぼ基本配分比率に沿って投資を
行った結果、基準価額は税引前分配金再投資ベースで上昇しました。 

オーストラリアの公社債利回りが低下（債券価格は上昇）したことや、保有債券の利息収入などがプ
ラスに寄与しました。 
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投資環境 
新発10年国債利回り（国内長期金利）は上昇

しました。日銀が2024年３月にマイナス金利政
策を解除し、７月に政策金利を0.25％に引き上
げたことなどから金利は大きく上昇しましたが、
８月上旬には米景気後退懸念などを背景としたリ
スク回避の動きから低下に転じると、その後は概
ね横ばいで作成期末を迎えました。 

 

 
 

豪州国債利回りは低下しました。当作成期初は
豪州や米国のインフレ指標の強含みなどから早期
利下げ期待が剥落し、国債利回りが上昇しまし
た。しかしその後は、米国のインフレ指標や雇用
関連指標が市場予想を下回ったことなどを背景に
将来の利下げ実施を大きく織り込む形で米国国債
利回りが低下し、豪州国債利回りもその低下に連
れる形で低下しました。 

 

 
 

豪ドル／円は前作成期末対比で概ね横ばいでし
た。作成期初から７月半ばにかけては、日銀が緩
和的な政策を維持する一方、堅調な米国経済や豪
州のインフレ高止まりなどを背景に豪ドル高円安
が進みました。しかしその後は、米国でのインフ
レ指標や雇用指標の下振れ、日銀の追加利上げな
どから内外金利差縮小が意識されたことを背景に
円が買い戻される動きとなり、作成期中の豪ドル
高円安を全て巻き戻す展開となりました。 
 

 
 

 

 

 
（注）値は前営業日のものを用いております。 
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ポートフォリオについて 
●当ファンド 

各マザーファンドの組入比率は、国内公社債マザーファンド70％程度、オーストラリア公社債マザー
ファンド30％程度とし、組入比率の合計は高位を維持しました。 
 
●国内公社債マザーファンド 

前作成期の運用報告書に記載した「今後の運用方針」に基づき、作成期を通じて最長残存期間を15年
程度とするラダー型ポートフォリオ運用（各年限が時価ベースで概ね同ウェイトとなるような運用）を
行い、概ね前作成期末のポートフォリオを維持しました。また、作成期を通じて公社債組入比率は高位
を維持しました。 
 
組入上位銘柄 
前作成期末 

順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 

１ ２回 サントリー食品インターナショナル社債 0.7 2024/06/26 5.4 
２ ６回 サントリーホールディングス社債 0.22 2026/06/02 5.4 
３ １４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2033/06/20 5.3 
４ ５０回 京成電鉄社債 0.449 2031/06/20 5.2 
５ １４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5 2034/06/20 5.2 

 
当作成期末 

順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 

１ ６回 サントリーホールディングス社債 0.22 2026/06/02 6.1 
２ １４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2033/06/20 5.9 
３ ５０回 京成電鉄社債 0.449 2031/06/20 5.9 
４ １４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5 2034/06/20 5.8 
５ １５３回 利付国庫債券（２０年） 1.3 2035/06/20 5.7 

（注）比率は、国内公社債マザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
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●オーストラリア公社債マザーファンド 
債券の組入比率は高位を維持しました。ファンド全体の修正デュレーションは、５年程度の基本方針

に対して３年から６年程度の範囲で調整し、作成期中は国債利回りの低下が進む中で、短期化幅を段階
的に拡大、作成期末時点でのデュレーションは３年程度としました。作成期末時点での債券種別組入比
率は、国債の配分を85％程度、州債や国際機関債などの非国債の配分を15％程度としました。為替ヘ
ッジは行いませんでした。 
 
〔種別保有比率〕 
前作成期末 

 比率 
 ％ 
国債 38.6 
国際機関債・政府機関債 23.0 
地方債 36.8 

合計 98.3 

 
当作成期末 

 比率 
 ％ 
国債 80.2 
国際機関債・政府機関債 16.3 

合計 96.5 

〔格付別保有比率〕 
前作成期末 

格付 比率 
 ％ 
AAA 73.1 
AA 25.3 

合計 98.3 

 
当作成期末 

格付 比率 
 ％ 
AAA 96.5 

合計 96.5 
 

 
〔組入上位銘柄〕 
前作成期末  当作成期末  
順位 銘 柄 比率  順位 銘 柄 比率 

  ％    ％ 
１ AUSTRALIAN 3.0 11/21/33 21.3  １ AUSTRALIAN 3.25 04/21/25 47.6 
２ WESTERN AUST TREAS CORP 3.0 10/21/27 20.2  ２ AUSTRALIAN 3.0 11/21/33 25.1 
３ KOMBNK 3.4 07/24/28 14.2  ３ KOMBNK 3.4 07/24/28 16.3 
４ TREASURY CORP VICTORIA 2.25 09/15/33 13.0  ４ AUSTRALIAN 1.0 11/21/31 7.5 
５ AUSTRALIAN 3.25 04/21/29 9.6     

（注１）比率は、オーストラリア公社債マザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
（注２）格付けは、Ｓ＆Ｐ、Moody'sのうち低い方の格付けを採用しています。（表記方法はＳ＆Ｐに準拠） 
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ベンチマークとの差異について 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、当ファンドの

基準価額と参考指数の騰落率の対比です。 
 

 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 
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分配金 
当作成期の収益分配金は、安定した収益分配を継続的に行うことを目指し、配当等収益の水準、基準

価額の水準および市況動向等を勘案して、下記のとおりといたしました。なお、収益分配に充てなかっ
た収益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。 
 
■分配原資の内訳（１万口当たり） 

項目 
第163期 第164期 第165期 第166期 第167期 第168期 

2024年３月27日 
～2024年４月26日 

2024年４月27日 
～2024年５月27日 

2024年５月28日 
～2024年６月26日 

2024年６月27日 
～2024年７月26日 

2024年７月27日 
～2024年８月26日 

2024年８月27日 
～2024年９月26日 

当期分配金（税引前） 5円 5円 5円 5円 5円 5円 
 対基準価額比率 0.05％ 0.05％ 0.05％ 0.05％ 0.05％ 0.05％ 
 当期の収益 5円 5円 5円 5円 5円 5円 
 当期の収益以外 －円 －円 －円 －円 －円 －円 
翌期繰越分配対象額 297円 304円 312円 315円 322円 330円 

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金（税引前）」の額が
一致しない場合があります。 

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なり
ます。また、小数点第３位を四捨五入しています。 

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配に充当した金額です。
また、「当期の収益以外」は「分配準備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額です。 

 
今後の運用方針 
●当ファンド 

当ファンドの運用方針に従い、各マザーファンドの組入比率は、国内公社債マザーファンド70％、
オーストラリア公社債マザーファンド30％を基本とし、組入比率の合計は高位を維持する方針です。 
 
●国内公社債マザーファンド 

利下げサイクルに入った米国などの海外金利の動向には注意が必要ですが、国内の物価上昇圧力や日
銀の利上げ期待の高まりなどから、国内長期金利には上昇圧力がかかりやすいと見込んでいます。 

今後の運用方針は、わが国の公社債を主要投資対象とし、最長残存期間を15年程度とするラダー型
ポートフォリオ運用を継続する方針です。 
 
●オーストラリア公社債マザーファンド 

豪州のインフレが目標を上回っていることなどから、中央銀行は政策金利の当面の維持を示唆してい
ます。一方で豪州の国債利回りは、米国などの利下げサイクル入りもあって、既に大幅な利下げ実施を
織り込んだ水準に低下しています。このため、堅調な景気やインフレ高止まりなどから利下げ織り込み
が剥落する形で利回りが上昇するリスクがより大きいと判断しており、ファンド全体の修正デュレーシ
ョンは、短めの水準を基本に市場環境に合わせて調整する方針です。 
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■１万口当たりの費用明細  

項目 

第163期～第168期 

項目の概要 （2024年３月27日 
～2024年９月26日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 31円 0.332％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は9,308円です。 

（投信会社） （ 14） （0.155） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価 

（販売会社） （ 14） （0.155） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価 

（受託会社） （ 2） （0.022） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価 

（b）その他費用 2 0.025 （b）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 
（保管費用） （ 2） （0.024） 保管費用は、外国での資産の保管等に要する費用 
（監査費用） （ 0） （0.001） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用 

合計 33 0.356  
（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、その他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 
（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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（参考情報） 
◆総経費率 

当作成期中の運用・管理にかかった費用の総額を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口
当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）は0.71％です。 
 
 

 
（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 
（注３）各比率は、年率換算した値です。 
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2024年３月27日から2024年９月26日まで） 
 

 
第 163 期 ～ 第 168 期 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
国 内 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド － － 131,579 145,000 
オーストラリア公社債マザーファンド 8,899 20,000 39,949 95,000 
 
■利害関係人との取引状況等（2024年３月27日から2024年９月26日まで） 
 期中の利害関係人との取引等はありません。 
 
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。 
 
■組入資産の明細 
 親投資信託残高 

 第27作成期末 第28作成期末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
国 内 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 1,609,878 1,478,298 1,640,763 
オーストラリア公社債マザーファンド 336,600 305,551 712,300 
 
■投資信託財産の構成 2024年９月26日現在 
 

項 目 第28作成期末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
国 内 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 1,640,763 69.3 
オ ー ス ト ラ リ ア 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 712,300 30.1 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 14,671 0.6 
投 資 信 託 財 産 総 額 2,367,735 100.0 

（注１）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
（注２） 期末のオーストラリア公社債マザーファンドの外貨建資産の投資信託財産総額に対する比率は、699,281千円、98.2％です。 
（注３） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2024年９月26日における邦貨換算

レートは、１オーストラリア・ドル＝98.74円です。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

 (2024年４月26日)、 (2024年５月27日)、 (2024年６月26日)、 (2024年７月26日)、 (2024年８月26日)、 (2024年９月26日)現在 
 

項 目 第163期末 第164期末 第165期末 第166期末 第167期末 第168期末 
(A) 資 産 2,540,470,601円 2,538,975,687円 2,492,554,288円 2,438,804,709円 2,416,363,178円 2,367,735,992円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 19,423,813 22,723,598 15,828,321 18,418,267 14,997,457 14,671,145 

 国 内 公 社 債 マ ザ ー 
フ ァ ン ド(評価額) 1,756,295,109 1,746,552,111 1,721,815,759 1,712,921,221 1,683,822,108 1,640,763,951 

 オーストラリア公社債 
マザーファンド(評価額) 764,751,679 769,699,978 754,910,208 707,465,221 717,543,613 712,300,896 

(B) 負 債 5,371,942 10,445,884 2,706,489 6,799,739 6,975,684 6,785,958 
 未 払 収 益 分 配 金 1,366,084 1,358,052 1,326,685 1,317,159 1,300,983 1,266,712 
 未 払 解 約 金 2,569,346 7,659,486 20,279 4,132,428 4,312,191 4,190,194 
 未 払 信 託 報 酬 1,432,899 1,424,750 1,356,100 1,346,756 1,359,084 1,325,708 
 そ の 他 未 払 費 用 3,613 3,596 3,425 3,396 3,426 3,344 
(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 2,535,098,659 2,528,529,803 2,489,847,799 2,432,004,970 2,409,387,494 2,360,950,034 
 元 本 2,732,168,736 2,716,104,675 2,653,370,660 2,634,318,565 2,601,966,530 2,533,425,544 
 次 期 繰 越 損 益 金 △197,070,077 △187,574,872 △163,522,861 △202,313,595 △192,579,036 △172,475,510 
(D) 受 益 権 総 口 数 2,732,168,736口 2,716,104,675口 2,653,370,660口 2,634,318,565口 2,601,966,530口 2,533,425,544口 
 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,279円 9,309円 9,384円 9,232円 9,260円 9,319円 
（注）第162期末における元本額は2,755,349,894円、当作成期間（第163期～第168期）中における追加設定元本額は17,266,423円、同解約元

本額は239,190,773円です。  
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■損益の状況  
 [ 自 2024年３月27日 

至 2024年４月26日 ] [ 自 2024年４月27日 
至 2024年５月27日 ] [ 自 2024年５月28日 

至 2024年６月26日 ] [ 自 2024年６月27日 
至 2024年７月26日 ] [ 自 2024年７月27日 

至 2024年８月26日 ] [ 自 2024年８月27日 
至 2024年９月26日 ]  

項 目 第163期 第164期 第165期 第166期 第167期 第168期 
(A) 配 当 等 収 益 793円 890円 865円 767円 2,184円 2,776円 
 受 取 利 息 793 890 865 767 2,184 2,776 
(B) 有価証券売買損益 △14,412,717 11,110,206 22,398,142 △37,298,846 9,905,658 17,624,947 
 売 買 益 4,186,540 20,948,299 22,572,597 184,932 19,929,878 17,787,340 
 売 買 損 △18,599,257 △9,838,093 △174,455 △37,483,778 △10,024,220 △162,393 
(C) 信 託 報 酬 等 △1,436,512 △1,428,346 △1,359,525 △1,350,152 △1,362,510 △1,329,052 
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △15,848,436 9,682,750 21,039,482 △38,648,231 8,545,332 16,298,671 
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △74,504,309 △91,069,058 △80,748,981 △60,534,016 △99,155,642 △89,397,279 
(F) 追加信託差損益金 △105,351,248 △104,830,512 △102,486,677 △101,814,189 △100,667,743 △98,110,190 
 (配 当 等 相 当 額) (53,855,936) (53,574,818) (52,370,463) (52,028,301) (51,425,771) (50,105,363) 
 (売買損益相当額) (△159,207,184) (△158,405,330) (△154,857,140) (△153,842,490) (△152,093,514) (△148,215,553) 
(G) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △195,703,993 △186,216,820 △162,196,176 △200,996,436 △191,278,053 △171,208,798 
(H) 収 益 分 配 金 △1,366,084 △1,358,052 △1,326,685 △1,317,159 △1,300,983 △1,266,712 
 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △197,070,077 △187,574,872 △163,522,861 △202,313,595 △192,579,036 △172,475,510 
 追加信託差損益金 △105,351,248 △104,830,512 △102,486,677 △101,814,189 △100,667,743 △98,110,190 
 (配 当 等 相 当 額) (53,858,355) (53,578,257) (52,372,392) (52,030,814) (51,427,124) (50,107,450) 
 (売買損益相当額) (△159,209,603) (△158,408,769) (△154,859,069) (△153,845,003) (△152,094,867) (△148,217,640) 
 分 配 準 備 積 立 金 27,490,482 29,220,325 30,528,123 31,171,849 32,544,173 33,601,336 
 繰 越 損 益 金 △119,209,311 △111,964,685 △91,564,307 △131,671,255 △124,455,466 △107,966,656 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 
（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
（注４）分配金の計算過程 

項   目 第163期 第164期 第165期 第166期 第167期 第168期 
(ａ) 経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 2,319,801円 3,282,648円 3,339,130円 2,212,052円 3,090,100円 3,214,043円 
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0 0 0 0 0 
(ｃ) 収 益 調 整 金 53,858,355 53,578,257 52,372,392 52,030,814 51,427,124 50,107,450 
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 26,536,765 27,295,729 28,515,678 30,276,956 30,755,056 31,654,005 
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 82,714,921 84,156,634 84,227,200 84,519,822 85,272,280 84,975,498 
(ｆ) １ 万 口 当 た り 当 期 分 配 対 象 額 302.74 309.84 317.43 320.84 327.72 335.42 
(ｇ) 分 配 金 1,366,084 1,358,052 1,326,685 1,317,159 1,300,983 1,266,712 
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 5 5 5 5 5 5 
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■分配金のお知らせ  
決 算 期 第163期 第164期 第165期 第166期 第167期 第168期 

１万口当たり分配金 5円 5円 5円 5円 5円 5円 
※分配金を再投資する場合、分配金は税引後自動的に無手数料で再投資されます。 
 
 

分配金の課税上の取扱いについて 
・追加型株式投資信託の分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税

扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。 
〇分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、

分配金の全額が普通分配金となります。 
〇分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本

払戻金（特別分配金）、分配金から元本払戻金（特別分配金）を控除した額
が普通分配金となります。 

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における受益者毎
の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の受益
者毎の個別元本となります。 
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国内公社債マザーファンド 
運用報告書 

第14期（決算日 2024年９月26日） 
（計算期間 2023年９月27日～2024年９月26日）  

国内公社債マザーファンドの第14期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2010年９月28日から無期限です。 

運 用 方 針 主として、わが国の公社債に投資を行い、安定した収益の確保と信託財産の
中長期的な成長を図ることを目標に運用を行います。 

主 要 投 資 対 象 わが国の公社債を主要投資対象とします。 
主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 

 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 (参考指数) 期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
10期（2020年９月28日） 11,415 △1.3 386.88 △2.1 99.1 － 4,253 
11期（2021年９月27日） 11,454 0.3 387.30 0.1 99.1 － 3,270 
12期（2022年９月26日） 11,250 △1.8 373.75 △3.5 99.3 － 2,499 
13期（2023年９月26日） 11,067 △1.6 365.97 △2.1 99.2 － 2,118 
14期（2024年９月26日） 11,099 0.3 362.67 △0.9 98.6 － 1,640 
（注１）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注２） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合は、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が公表している日本の公募債券流通市場全

体の動向を的確に表すために開発された投資収益指数で、その知的財産権その他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサ
ルティング株式会社に帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完全性、
信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません（以下同じ）。 

（注３）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率  騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2023年 ９ 月26日 11,067 － 365.97 － 99.2 － 

９ 月末 11,044 △0.2 365.13 △0.2 98.6 － 
10月末 10,921 △1.3 359.31 △1.8 98.8 － 
11月末 11,118 0.5 366.88 0.2 98.7 － 
12月末 11,161 0.8 368.38 0.7 99.4 － 

2024年 １ 月末 11,111 0.4 365.75 △0.1 99.2 － 
２ 月末 11,125 0.5 366.90 0.3 98.6 － 
３ 月末 11,126 0.5 366.50 0.1 99.1 － 
４ 月末 11,030 △0.3 362.35 △1.0 98.3 － 
５ 月末 10,904 △1.5 356.53 △2.6 98.2 － 
６ 月末 10,930 △1.2 357.51 △2.3 97.1 － 
７ 月末 10,924 △1.3 357.15 △2.4 98.5 － 
８ 月末 11,050 △0.2 361.33 △1.3 98.2 － 

（期 末）       
2024年 ９ 月26日 11,099 0.3 362.67 △0.9 98.6 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2023年９月27日から2024年９月26日まで）  
   

 
基準価額の推移 

当ファンドの基準価額は11,099円（１万口当たり）となり、前期末比で0.29％上昇しました。 
 
基準価額の主な変動要因 

主として国内の公社債に投資を行った結果、日銀の利上げや国債買い入れ減額の決定などを受けて公
社債の利回りが上昇（債券価格は下落）したことはマイナスに影響しましたが、保有債券の利息収入な
どがプラスに寄与したことから、基準価額は上昇しました。 
 
投資環境 
 
  国内債券市場はＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合指数

でみると0.90％下落しました。新発10年国債利
回り（国内長期金利）は、インフレ率の鈍化など
を背景に欧米で早期の利下げ観測が強まったこと
から2024年１月にかけて低下しました。その後、
日銀が３月にマイナス金利政策を解除し、７月に
政策金利を引き上げたことなどから金利は上昇し
ましたが、８月上旬には米景気後退懸念などを背
景としたリスク回避の動きから低下に転じると、
その後は概ね横ばいで期末を迎えました。 
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ポートフォリオについて 
前期の運用報告書に記載した「今後の運用方針」に基づき、期を通じて最長残存期間を15年程度とす

るラダー型ポートフォリオ運用（各年限が時価ベースで概ね同ウェイトとなるような運用）を行い、概
ね前期末のポートフォリオを維持しました。また、期を通じて公社債組入比率は高位を維持しました。 
 
組入上位銘柄 
期首 

順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 

１ ２回 サントリー食品インターナショナル社債 0.7 2024/06/26 4.7 
２ ６回 サントリーホールディングス社債 0.22 2026/06/02 4.7 
３ １４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2033/06/20 4.6 
４ １４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5 2034/06/20 4.6 
５ ５０回 京成電鉄社債 0.449 2031/06/20 4.5 

 
期末 

順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 

１ ６回 サントリーホールディングス社債 0.22 2026/06/02 6.1 
２ １４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2033/06/20 5.9 
３ ５０回 京成電鉄社債 0.449 2031/06/20 5.9 
４ １４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5 2034/06/20 5.8 
５ １５３回 利付国庫債券（２０年） 1.3 2035/06/20 5.7 

（注）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 

 
今後の運用方針 

利下げサイクルに入った米国などの海外金利の動向には注意が必要ですが、国内の物価上昇圧力や日
銀の利上げ期待の高まりなどから、国内長期金利には上昇圧力がかかりやすいと見込んでいます。 

今後の運用方針は、わが国の公社債を主要投資対象とし、最長残存期間を15年程度とするラダー型ポ
ートフォリオ運用を継続する方針です。 
 



 
100_3744953712411.doc 

― 19 ― 

■１万口当たりの費用明細  計算期間中に発生した費用はありません。 
 
■売買及び取引の状況（2023年９月27日から2024年９月26日まで） 
 公社債 

 買 付 額 売 付 額 

国 内 

 千円 千円 
国 債 証 券 112,331 319,790 

  （－） 
地 方 債 証 券 － 69,358 

  （－） 
特 殊 債 券 － 39,728 

  （50,000） 
社 債 券 － － 

  （100,000） 
（注１）金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 
（注３）社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 
■利害関係人との取引状況等（2023年９月27日から2024年９月26日まで） 
 

期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区 分 
 

買付額等 
Ａ 

   
売付額等 

Ｃ 

  
う ち 利 害 関 係 人 
と の 取 引 状 況 Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

う ち 利 害 関 係 人 
と の 取 引 状 況 Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 112 － － 428 21 5.1 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 
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■組入資産の明細 
 
公社債 

（Ａ）債券種類別開示 
国内（邦貨建）公社債 

区 分 
当    期    末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 う ち Ｂ Ｂ 格 
以下組入比率 

残存期間別組入比率 
５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
国 債 証 券 1,332,000 1,343,595 81.9 － 58.7 16.7 6.5 
地 方 債 証 券 40,000 40,045 2.4 2.4 1.2 1.2 － 
特殊債券（除く金融債券） 38,000 37,876 2.3 － － 1.2 1.1 
普 通 社 債 券 200,000 196,562 12.0 － 5.9 － 6.1 
合 計 1,610,000 1,618,079 98.6 2.4 65.8 19.1 13.7 

（注１）組入比率は、期末の純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
（注２） 無格付銘柄については、ＢＢ格以下に含めて表示しています。 
 

（Ｂ）個別銘柄開示 
国内（邦貨建）公社債銘柄別 

銘      柄 当    期    末 
利 率 額 面 金 額 評 価 額 償 還 年 月 日 

（国債証券） ％ 千円 千円  
７４回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 16,000 16,074 2024/12/20 
８０回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 90,000 91,283 2025/06/20 
９５回 利付国庫債券（２０年） 2.3000 81,000 85,326 2027/06/20 
１０２回 利付国庫債券（２０年） 2.4000 80,000 85,972 2028/06/20 
１０７回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 20,000 21,414 2028/12/20 
１１１回 利付国庫債券（２０年） 2.2000 75,000 81,095 2029/06/20 
１１５回 利付国庫債券（２０年） 2.2000 20,000 21,788 2029/12/20 
１１８回 利付国庫債券（２０年） 2.0000 80,000 86,852 2030/06/20 
１３２回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 10,000 10,799 2031/12/20 
１３７回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 85,000 91,939 2032/06/20 
１４２回 利付国庫債券（２０年） 1.8000 10,000 10,911 2032/12/20 
１４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 90,000 97,523 2033/06/20 
１４７回 利付国庫債券（２０年） 1.6000 10,000 10,733 2033/12/20 
１４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5000 90,000 95,556 2034/06/20 
１５１回 利付国庫債券（２０年） 1.2000 10,000 10,295 2034/12/20 
１５３回 利付国庫債券（２０年） 1.3000 90,000 93,202 2035/06/20 
１５５回 利付国庫債券（２０年） 1.0000 25,000 25,000 2035/12/20 
１５７回 利付国庫債券（２０年） 0.2000 90,000 81,585 2036/06/20 
１５９回 利付国庫債券（２０年） 0.6000 30,000 28,291 2036/12/20 
１６１回 利付国庫債券（２０年） 0.6000 90,000 84,176 2037/06/20 
１６３回 利付国庫債券（２０年） 0.6000 30,000 27,817 2037/12/20 
１６５回 利付国庫債券（２０年） 0.5000 90,000 81,564 2038/06/20 
１６７回 利付国庫債券（２０年） 0.5000 30,000 26,907 2038/12/20 
１６９回 利付国庫債券（２０年） 0.3000 90,000 77,484 2039/06/20 

小   計 － 1,332,000 1,343,595 － 
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銘      柄 当    期    末 
利 率 額 面 金 額 評 価 額 償 還 年 月 日 

（地方債証券） ％ 千円 千円  
７７４回 東京都公募公債 0.1850 20,000 19,834 2027/12/20 
１回 京都市公募公債 １５年 0.7810 20,000 20,211 2030/12/20 

小   計 － 40,000 40,045 － 
（特殊債券（除く金融債券）） ％ 千円 千円  
２６３回 政保日本高速道路保有・債務返済機構 0.3790 18,000 18,015 2025/12/26 
２９７回 政保日本高速道路保有・債務返済機構 0.0850 20,000 19,861 2026/12/28 

小   計 － 38,000 37,876 － 
（普通社債券） ％ 千円 千円  
６回 サントリーホールディングス社債 0.2200 100,000 99,470 2026/06/02 
５０回 京成電鉄社債 0.4490 100,000 97,092 2031/06/20 

小   計 － 200,000 196,562 － 
合   計 － 1,610,000 1,618,079 － 
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■投資信託財産の構成 2024年９月26日現在 
 

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
公 社 債 1,618,079 98.6 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 22,730 1.4 
投 資 信 託 財 産 総 額 1,640,809 100.0 

 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2024年９月26日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 1,640,809,675円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 17,515,647 
公 社 債（評価額） 1,618,079,440 
未 収 利 息 5,209,410 
前 払 費 用 5,178 

（B） 負 債 － 
（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1,640,809,675 

元 本 1,478,298,902 

次 期 繰 越 損 益 金 162,510,773 

（D） 受 益 権 総 口 数 1,478,298,902口 
１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 11,099円 

 
（注１）期首元本額 1,914,771,532円 

追加設定元本額 456,247円 
一部解約元本額 436,928,877円 

（注２）期末における元本の内訳 
みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型） 1,478,298,902円 
期末元本合計 1,478,298,902円 

■損益の状況 
 

当期 自2023年９月27日 至2024年９月26日 
項   目 当  期 

（A） 配 当 等 収 益 22,183,968円 
受 取 利 息 22,185,167 
支 払 利 息 △1,199 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 △18,069,050 
売 買 益 3,890,050 
売 買 損 △21,959,100 

（C） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 4,114,918 
（D） 前 期 繰 越 損 益 金 204,226,049 
（E） 解 約 差 損 益 金 △45,873,947 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 43,753 
（G） 合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 162,510,773 

次 期 繰 越 損 益 金（Ｇ） 162,510,773 
 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
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オーストラリア公社債マザーファンド 
運用報告書 

第14期（決算日 2024年９月26日） 
（計算期間 2023年９月27日～2024年９月26日）  

オーストラリア公社債マザーファンドの第14期の運用状況をご報告申し上げます。 
 
当ファンドの仕組みは次の通りです。  

信 託 期 間 2010年９月28日より無期限です。 

運 用 方 針 
主として、オーストラリアの豪ドル建ての公社債に投資を行い、安定した収
益の確保と信託財産の中長期的な成長を図ることを目標に運用を行います。 
外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

主 要 投 資 対 象 オーストラリアの公社債を主要投資対象とします。 
主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資割合には､制限を設けません。 

 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 ＦＴＳＥ世界国債インデックス 

(オーストラリア)(円ベース) 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 （参考指数） 期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
10期（2020年９月28日） 18,088 6.0 674.11 4.3 94.6 － 1,800 
11期（2021年９月27日） 19,406 7.3 718.07 6.5 98.6 － 1,410 
12期（2022年９月26日） 20,448 5.4 717.10 △0.1 97.3 － 1,043 
13期（2023年９月26日） 21,303 4.2 738.64 3.0 97.2 － 915 
14期（2024年９月26日） 23,312 9.4 822.72 11.4 96.5 － 712 

（注１） 債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注２） ＦＴＳＥ世界国債インデックス（オーストラリア）（円ベース）は、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣにより運営され、オー

ストラリアが発行した国債で構成されているＦＴＳＥ世界国債インデックスのサブインデックスです。ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ 
ＬＬＣは、本ファンドのスポンサーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータ
は、情報提供のみを目的としており、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣは、当該データの正確性および完全性を保証せず、ま
たデータの誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はＦＴＳＥ 
Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣに帰属します（以下同じ）。 

（注３） △（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基  準  価  額 ＦＴＳＥ世界国債インデックス 
(オーストラリア)(円ベース) 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率  騰落率 （参考指数） 騰落率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2023年９月26日 21,303 － 738.64 － 97.2 － 

９月末 21,304 0.0 735.74 △0.4 97.2 － 
10月末 20,878 △2.0 714.55 △3.3 98.5 － 
11月末 21,908 2.8 761.35 3.1 97.4 － 
12月末 22,427 5.3 779.55 5.5 97.2 － 

2024年１月末 22,293 4.6 775.47 5.0 97.5 － 
２月末 22,512 5.7 782.18 5.9 98.1 － 
３月末 22,987 7.9 800.66 8.4 97.4 － 
４月末 23,313 9.4 809.67 9.6 97.0 － 
５月末 23,668 11.1 824.56 11.6 97.4 － 
６月末 24,443 14.7 850.89 15.2 97.4 － 
７月末 23,017 8.0 814.27 10.2 97.9 － 
８月末 23,136 8.6 815.40 10.4 95.3 － 

（期 末）       
2024年９月26日 23,312 9.4 822.72 11.4 96.5 － 

（注１） 騰落率は期首比です。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2023年９月27日から2024年９月26日まで）   
   

 
基準価額の推移 

当ファンドの基準価額は23,312円となり、前期末比で9.4％上昇しました。 
 
基準価額の主な変動要因 

当期の世界経済が堅調推移となったことや、インフレは減速に向かっているものの高水準であること
から豪州中央銀行が政策金利を高水準に維持したことなどを背景に豪ドル高円安が進んだこと、豪州の
国債利回りがインフレ減速などから将来の利下げを織り込む形で低下したこと（価格は上昇）などを背
景に基準価額が上昇しました。 
 
投資環境 
 
  豪州国債利回りは低下しました。豪州や米国の

インフレ指標の強含みなどから利回りが上昇（価
格は下落）する場面はあったものの、期後半には
米国でのインフレ低下がみられたことや、市場予
想を下回る米雇用関連指標などを背景に、将来の
利下げ実施を大きく織り込む形で米国国債利回り
が低下し、豪州国債利回りもその低下に連れる形
で低下しました。 

 
（注）値は前営業日のものを用いております。   
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  為替市場では、豪ドル／円が上昇しました。期

初から2024年７月までの当期の大半の期間は、
日銀が緩和的な政策を維持する一方、堅調な米国
経済や豪州のインフレ高止まりなどを背景に豪ド
ル高円安基調が続きました。しかし７月以降は、
米国でのインフレや雇用指標の下振れ、日銀の追
加利上げなどから内外金利差縮小が意識されたこ
とを背景に急速に円が買い戻される動きとなり、
期中の豪ドル高円安の大部分を巻き戻す展開とな
りました。 

 
ポートフォリオについて 

期を通じて豪州の公社債に投資を行い、債券の組入比率は高位を維持しました。ファンド全体の修正
デュレーションは、５年程度の基本方針に対して３年から６年程度の範囲で調整し、期末時点でのデュ
レーションは３年程度としました。期末時点の債券種別組入比率は、国債の比率を85％程度、州債や国
際機関債などの非国債を15％程度としました。 
 
〔種別保有比率〕 

期   首 
 比率 

 ％ 
国債 45.7 
国際機関債・政府機関債 17.8 
地方債 33.7 

合計 97.2 

 
期   末 

 比率 
 ％ 
国債 80.2 
国際機関債・政府機関債 16.3 

合計 96.5 

〔格付別保有比率〕 
期   首 

格付 比率 
 ％ 
ＡＡＡ 85.4 
ＡＡ 11.8 

合計 97.2 

 
期   末 

格付 比率 
 ％ 
ＡＡＡ 96.5 

合計 96.5 
 

 
〔組入上位銘柄〕 

期       首  期       末 
順位 銘 柄 比率  順位 銘 柄 比率 

  ％    ％ 
１ AUSTRALIAN 3.0 11/21/33 18.7  １ AUSTRALIAN 3.25 04/21/25 47.6 
２ WESTERN AUST TREAS CORP 3.0 10/21/27 17.0  ２ AUSTRALIAN 3.0 11/21/33 25.1 
３ AUSTRALIAN 2.75 04/21/24 14.0  ３ KOMBNK 3.4 07/24/28 16.3 
４ AUSTRALIAN 3.25 04/21/29 13.0  ４ AUSTRALIAN 1.0 11/21/31 7.5 
５ KOMBNK 3.4 07/24/28 11.8     

（注１）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
（注２）格付けは、Ｓ＆Ｐ、Moody's のうち低い方の格付けを採用しています。（表記方法はＳ＆Ｐに準拠） 
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今後の運用方針 
豪州のインフレが目標を上回っていることなどから、中央銀行は政策金利の当面の維持を示唆してい

ます。一方で豪州の国債利回りは、米国などの利下げサイクル入りもあって、既に大幅な利下げ実施を
織り込んだ水準に低下しています。このため、堅調な景気やインフレ高止まりなどから利下げ織り込み
が剥落する形で利回りが上昇するリスクがより大きいと判断しており、ファンド全体の修正デュレーシ
ョンは、短めの水準を基本に市場環境に合わせて調整する方針です。 
 
■１万口当たりの費用明細  

項目 
当期 

項目の概要 
金額 比率 

（a）その他費用 30円 0.132％ （a）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 
（保管費用） （30） （0.131） 保管費用は、外国での資産の保管等に要する費用 
（その他） （ 0） （0.001） その他は、信託事務の処理に要する諸費用等 

合計 30 0.132  
期中の平均基準価額は22,711円です。  

（注１）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注２）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
 
■売買及び取引の状況（2023年９月27日から2024年９月26日まで） 
 

公社債 
 買 付 額 売 付 額 

   千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル 

外 

国 

オ ー ス ト ラ リ ア 

国 債 証 券 
 

9,790 
 

8,542 
(－) 

地 方 債 証 券 
 

1,036 
 

4,306 
(－) 

特 殊 債 券 
 

706 
 

1,274 
(－) 

（注１）金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 
 
■利害関係人との取引状況等（2023年９月27日から2024年９月26日まで） 
 

期中の利害関係人との取引等はありません。 
 
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。 
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■組入資産の明細 
 
公社債 

（Ａ）債券種類別開示 
外国（外貨建）公社債 

区  分 
当    期    末 

額面金額 評 価 額 組入比率 うちＢＢ格以下 
組 入 比 率 

残存期間別組入比率 
外貨建金額 邦貨換算金額 ５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
オーストラリア 7,246 6,959 687,161 96.5 － 32.6 16.3 47.6 

   千円      
合  計 － － 687,161 96.5 － 32.6 16.3 47.6 

（注１）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 
（注２）組入比率は、期末の純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
 

（Ｂ）個別銘柄開示 
外国（外貨建）公社債銘柄別 

銘       柄 
当    期    末 

種類 利率 額面金額 評  価  額 償 還 年 月 日 外貨建金額 邦貨換算金額 
（オーストラリア）  ％ 千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル 千円  
AUSTRALIAN 3.25 04/21/25 国 債 証 券 3.2500 3,450 3,432 338,912 2025/04/21 
AUSTRALIAN 3.0 11/21/33 国 債 証 券 3.0000 1,946 1,813 179,093 2033/11/21 
AUSTRALIAN 1.0 11/21/31 国 債 証 券 1.0000 650 538 53,170 2031/11/21 
KOMBNK 3.4 07/24/28 特 殊 債 券 3.4000 1,200 1,174 115,985 2028/07/24 

合  計 － － 7,246 6,959 687,161 － 
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■投資信託財産の構成 2024年９月26日現在 
 

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
公 社 債 687,161 96.5 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 25,135 3.5 
投 資 信 託 財 産 総 額 712,296 100.0 

（注１）評価額の単位未満は切捨ててあります。 ％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
（注２）期末の外貨建資産の投資信託財産総額に対する比率は、699,281千円、98.2％です。 
（注３） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2024年９月26日における邦貨換算

レートは、１オーストラリア・ドル＝98.74円です。 
 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 

(2024年９月26日)現在 
項 目 当 期 末 

(A) 資 産 712,296,962円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 17,404,646 
公 社 債(評価額) 687,161,406 
未 収 利 息 4,201,350 
前 払 費 用 3,529,560 

(B) 負 債 － 
(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 712,296,962 

元 本 305,551,174 
次 期 繰 越 損 益 金 406,745,788 

(D) 受 益 権 総 口 数 305,551,174口 
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 23,312円 

（注１）期首元本額 429,771,849円 
追加設定元本額 8,899,792円 
一部解約元本額 133,120,467円 

（注２）期末における元本の内訳 
みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型） 305,551,174円 
期末元本合計 305,551,174円 

■損益の状況 
当期 自2023年９月27日 至2024年９月26日 

項 目 当   期 
(A) 配 当 等 収 益 25,299,510円 

受 取 利 息 25,300,445 
支 払 利 息 △935 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 55,298,771 
売 買 益 57,728,678 
売 買 損 △2,429,907 

(C) そ の 他 費 用 △1,086,132 
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 79,512,149 
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 485,764,500 
(F) 解 約 差 損 益 金 △169,631,069 
(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 11,100,208 
(H) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 406,745,788 

次 期 繰 越 損 益 金(H) 406,745,788 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

 


